
資料１

農業者年金振込・支払通知書の出力誤り事故について

１．事故の内容

平成２３年５月２５日、農業者年金受給者５１８千人に対し、発送業者を通

して「現況届用紙」、「通知書」等を発送したところ、システム運用業者が誤っ

てデータを作成したため、全ての人に通知書の８月１０日分の支払年金額欄に

本来ならば年金額が表示されるべきところを「０」と表示されたものを送って

しまった。

２．事故再発防止プロジェクトチーム（以下「ＰＴ」という。）における検討結

果

（１）検討経過

６月 ８日（水） ＰＴ設置

６月 ９日（木） 第１回ＰＴ開催（趣旨、スケジュール等の説明）

６月１３日（月） 基金役員部課長会議に報告、コンプライアンス委員会に

説明

６月１４日（火） 点検対象業務の決定及びＰＴ構成員への業務点検の依頼

６月１５日（水） システム運用委託業者及び印刷発送業者からヒアリング

６月１６日（木） 通知書発送担当者及びデータ作成担当者からヒアリング

６月１７日（金） 第２回ＰＴ開催（要因についてとりまとめ、業務点検に

あたっての留意事項の指示）

６月２２日（水） 第３回ＰＴ開催（点検結果、再発防止策の検討）

６月２７日（月） 第４回ＰＴ開催（点検結果の分析、再点検の指示、再発

防止策の検討）

６月３０日（木） 第５回ＰＴ開催（点検結果の分析、報告案の検討）

７月 ５日（火） 第６回ＰＴ開催（点検結果の分析、報告案の検討）

７月 ８日（金） 第７回ＰＴ開催（報告書の決定）

（２）今回の事故の原因

今回の事故は、データの作成を行った運用業者の体制が不備であったこと

がそもそもの原因であるが、システム運用に係る長期の受委託関係から生じ

た慣習、発送業務に係る説明の不足、テスト結果の過信等により、業者への

指示やデータ等の確認が不十分であったことも通知書の誤りが見過ごされて

しまった原因と考える。

（３）他の同種の発送業務の点検結果

基金から発送業者に委託して通知書等を発送する２５業務について、デー

タ作成から発送までにおける確認状況等を点検したところ、ほとんどの業務



において、データ作成、発送物の提供、印刷封入のそれぞれの段階での確認

等が不十分であることが判明したことから、チェック体制の強化等を図らな

ければならないものと考える。

（４）再発防止策

受給者に対する通知等の発送委託業務については、受託者である業者が誤

りなく行うことが当然であるが、個人情報が含まれ事故があった場合の影響

が大きいこと、また、規程上基金は監督・検査を行うこととされていること

から、基金においても事故の発生を防止する対策を万全に実施する必要があ

り、次のような措置の実施又は検討が必要と考える。

（ア）事故の発生確率がより低くなる業務手法、体制の確立

・データの作成に当たっては手作業を少なくし自動的にデータが作成でき

るシステムを構築する。

・発送業者が混乱しないよう発送物の種類を少なくするとともにわかりや

すいものにする。

・葉書や窓あき封筒を使用するとともに、個人宛の通知書等についてはで

きるだけ直送する。

・業者の選定に当たっては、信頼性の高い者が選定される方式を検討する。

（イ）データ又は帳票作成業務におけるチェック体制の強化

・データ等の作成をシステム運用業者に指示する手続きを改善する（紙ベ

ースをファイルベースに変更等）。

・作成されたデータ等のチェック体制を強化する（打出したデータを確認

等）。

・システム運用業務に係る仕様書の見直し、データ処理の具体的な手続き

等を明らかにしたマニュアルを整備する。

（ウ）通知書等の作成発送業務におけるチェック体制等の強化

・基金・業者間での認識の一致を図るため委託業者に対し業務内容・確認

方法等を丁寧に説明する。

・テスト印刷等を行う場合は、本番用データから抽出したデータを使用す

る。

・必要に応じて基金担当者が現場へ赴き、資料の整理状況や実施体制を確

認するとともに、印刷段階においても発送する印刷物を確認する。

・発送直前に抜き取り検査等により発送物の種類、内容を最終的に確認す

る。

・以上について、発送業務に係る仕様書に明確に規定する。

・業務に係る工程表を作成するとともにそのフォロー体制を措置する。

（エ）委託業者に対する指導の強化

・システム運用業者に対し、並行作業の禁止、チェック体制の強化等を指

導する。



・発送業者に対し、体制等について説明を求め不十分な面があれば指導す

るとともに、二重の確認、印刷時や発送前の確認結果の報告、基金の抜

取り調査への対応等を指導する。

（オ）マニュアルの整備と研修の実施

・（ア）～（エ）の事項に係るマニュアルを作成し職員に配布する。

・監督・検査収納業務についての研修を実施する。



資料２ 

平成２３年７月２６日 
 
 

平成２３年度 コンプライアンス研修の実施について（案） 

 
 
 
○ 平成２３年度の研修については、 
 ・ 本年４月より公文書管理法が施行され、独立行政法人においても、法人

文書の適正な管理並びに職員研修の実施を求められており、法人文書の取

扱いについて職員に周知徹底する必要がある。このため、役職員を対象に

公文書管理をテーマとして研修を実施する。 
 ・ 役職員倫理研修については、前年度と同様に引き続き実施する。 
 
 
１．テーマ「公文書管理法と法人文書の取扱いについて（仮称）」 
 （１）実施時期： ９月９日（金）午後 

（２）講師  ： 内閣府公文書管理課公文書管理専門官へ依頼予定 
（３）対象者 ： 基金役職員 
（４）その他 ： 研修終了後アンケートを行い、その結果については、コ

ンプライアンス委員会へ報告する。 
 
 
２．倫理研修「農業者年金基金役職員の倫理規程について」 
 （１）実施時期： １１月目途 

（２）講師  ： 総務課長 
 （３）対象者 ： 基金役職員 
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